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1 貸借対照表 

科  目

平成27年度末
（平成28年3月31日現在）

平成28年度末
（平成29年3月31日現在）

金額 金額

（資産の部）

現金及び預貯金 449,506 878,754 

現　金 214 184 

預貯金 449,291 878,570 

コールローン 105,000 203,345 

買入金銭債権 206,301 230,518 

有価証券 23,632,461 24,732,137 

国　債 10,778,107 10,320,018 

地方債 98,818 141,330 

社　債 2,852,696 3,020,333 

株　式 1,771,946 1,911,643 

外国証券 7,919,394 9,070,061 

その他の証券 211,498 268,750 

貸付金 2,196,475 2,972,689 

保険約款貸付 314,654 303,290 

一般貸付 1,881,821 2,669,398 

有形固定資産 620,330 583,856 

土　地 386,740 370,032 

建　物 226,738 207,876 

リース資産 2,076 1,146 

建設仮勘定 891 902 

その他の有形固定資産 3,885 3,897 

無形固定資産 23,394 28,160 

ソフトウェア 15,279 15,983 

その他の無形固定資産 8,115 12,176 

代理店貸 1 0 

再保険貸 233 235 

その他資産 333,057 273,807 

未収金 24,715 51,734 

前払費用 11,415 6,855 

未収収益 109,690 116,360 

預託金 4,094 4,001 

先物取引差入証拠金 2,896 337 

金融派生商品 166,333 37,539 

金融商品等差入担保金 — 48,810 

仮払金 9,872 4,620 

その他の資産 4,039 3,548 

繰延税金資産 75,322 124,609 

支払承諾見返 1,000 —

貸倒引当金 △1,502 △1,132 

資産の部合計 27,641,583 30,026,983 

 （単位：百万円）

科  目

平成27年度末
（平成28年3月31日現在）

平成28年度末
（平成29年3月31日現在）

金額 金額

（負債の部）

保険契約準備金 24,342,069 25,604,632 

支払備金 150,671 140,787 

責任準備金 23,932,169 25,217,893 

社員配当準備金 259,228 245,951 

再保険借 109 145 

社 債 149,480 354,480 

その他負債 1,063,809 1,847,064 

売現先勘定 — 556,909 

債券貸借取引受入担保金 597,551 702,759 

未払法人税等 29,872 12,114 

未払金 32,193 61,514 

未払費用 42,097 42,759 

前受収益 1,536 1,504 

預り金 59,611 62,260 

預り保証金 32,343 29,971 

金融派生商品 140,875 312,868 

金融商品等受入担保金 115,444 3,175 

リース債務 2,037 1,111 

資産除去債務 1,918 1,734 

仮受金 8,328 6,082 

その他の負債                  — 52,298 

退職給付引当金 47,962 45,448 

価格変動準備金 352,147 502,347 

再評価に係る繰延税金負債 16,997 16,061 

支払承諾 1,000                  —

負債の部合計 25,973,575 28,370,180 

（純資産の部）

基 金 200,000 170,000 

基金償却積立金 439,000 469,000 

再評価積立金 2 2 

剰余金 376,253 373,478 

損失塡補準備金 5,004 5,204 

その他剰余金 371,249 368,274 

基金償却準備金 116,600 119,600 

価格変動積立金 165,000 165,000 

社会及び契約者福祉増進基金 1,531 1,496 

別途積立金 223 223 

当期未処分剰余金 87,894 81,954 

基金等合計 1,015,256 1,012,481 

その他有価証券評価差額金  717,257 704,140 

繰延ヘッジ損益	 	                  — △358 

土地再評価差額金  △64,505 △59,460 

評価・換算差額等合計  652,752  644,321 

純資産の部合計 1,668,008 1,656,802 

負債及び純資産の部合計 27,641,583 30,026,983 

◆計算書類関係
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2 損益計算書 （単位：百万円）

科  目
平成27年度

（自 平成27年4月	 1日
至 平成28年3月31日）

平成28年度
（自 平成28年4月	 1日

至 平成29年3月31日）
金額 金額

経常収益  3,695,250  4,153,242 
保険料等収入  3,022,000  3,315,480 

保険料  3,018,250  3,311,796 
再保険収入  641  644 
準備金受入金  3,108  3,039 

資産運用収益  585,154  744,052 
利息及び配当金等収入  568,457  588,852 

預貯金利息  125  64 
有価証券利息・配当金  478,557  505,535 
貸付金利息  44,015  37,695 
不動産賃貸料  40,439  38,997 
その他利息配当金  5,318  6,559 

売買目的有価証券運用益  96  108 
有価証券売却益  11,720  88,036 
有価証券償還益  3,902  16,578 
為替差益  233  8,810 
貸倒引当金戻入額  172  102 
その他運用収益  570  522 
特別勘定資産運用益 　　　　　　　　　　　　 —  41,041 

その他経常収益  88,095  93,708 
年金特約取扱受入金  13,799  12,590 
保険金据置受入金  57,808  54,027 
支払備金戻入額 　　　　　　　　　　　　 —  9,884 
退職給付引当金戻入額 　　　　　　　　　　　　 —  2,513 
その他の経常収益  16,488  14,693 

経常費用  3,457,746  3,924,448 
保険金等支払金  2,477,569  1,999,214 

保険金  543,199  519,829 
年　金  652,505  703,740 
給付金  318,733  288,931 
解約返戻金  879,564  418,593 
その他返戻金  82,780  67,285 
再保険料  786  833 

責任準備金等繰入額  403,294  1,285,845 
支払備金繰入額  19,110 　　　　　　　　　　　　 —
責任準備金繰入額  383,846  1,285,724 
社員配当金積立利息繰入額  337  121 

資産運用費用  88,099  176,580 
支払利息  4,756  7,698 
有価証券売却損  4,746  39,074 
有価証券評価損  1,034  6 
金融派生商品費用  23,229  107,144 
賃貸用不動産等減価償却費  10,660  9,152 
その他運用費用  13,993  13,504 
特別勘定資産運用損 29,678 　　　　　　　　　　　　 —

事業費  336,571  346,894 
その他経常費用  152,210  115,913 

保険金据置支払金  96,412  63,989 
税　金  25,554  28,078 
減価償却費  14,134  13,337 
退職給付引当金繰入額  4,867 　　　　　　　　　　　　 —
その他の経常費用  11,242  10,508 

経常利益  237,503  228,793 
特別利益  3,572  17,033 

固定資産等処分益  3,572  17,033 
特別損失  133,756  156,646 

固定資産等処分損  5,356  5,369 
減損損失  27,698  341 
価格変動準備金繰入額  99,900  150,200 
社会及び契約者福祉増進助成金  800  735 

税引前当期純剰余  107,320  89,180 
法人税及び住民税  60,669  47,908 
法人税等調整額  △36,736  △44,992 
法人税等合計  23,932  2,915 
当期純剰余  83,387  86,264 
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3 基金等変動計算書
平成27年度�（自　平成27年4月1日　 至　平成28年3月31日） （単位：百万円）

基金等 評価・換算差額等

純資産
合計基金 基金償却

積立金
再評価
積立金

剰余金

基金等
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計損失塡補

準備金

その他剰余金
剰余金
合計基金償却

準備金
価格変動
積立金

社会及び
契約者福祉
増進基金

別途
積立金

当期未処分
剰余金

当期首残高 270,000 369,000 2 4,804 139,600 165,000 1,632 223 110,629 421,890 1,060,892 891,242 — △61,310 829,932 1,890,824 
当期変動額 

社員配当準備金の積立 △59,358 △59,358 △59,358 △59,358 
損失塡補準備金の積立 200 △200 — — —
基金償却積立金の積立 70,000 70,000 70,000 
基金利息の支払 △3,371 △3,371 △3,371 △3,371 
当期純剰余 83,387 83,387 83,387 83,387 
基金の償却 △70,000 △70,000 △70,000 
基金償却準備金の積立 47,000 △47,000 — — —
基金償却準備金の取崩 △70,000 △70,000 △70,000 △70,000 
社会及び契約者福祉増進基金の積立 700 △700 — — —
社会及び契約者福祉増進基金の取崩 △800 800 — — —
土地再評価差額金の取崩 3,705 3,705 3,705 3,705 
基金等以外の項目の当期変動額（純額） △173,984 — △3,195 △177,180 △177,180 

当期変動額合計 △70,000 70,000 — 200 △23,000 — △100 — △22,735 △45,636 △45,636 △173,984 — △3,195 △177,180 △222,816 
当期末残高 200,000 439,000 2 5,004 116,600 165,000 1,531 223 87,894 376,253 1,015,256 717,257 — △64,505 652,752 1,668,008 

平成28年度�（自　平成28年4月1日　 至　平成29年3月31日） （単位：百万円）

基金等 評価・換算差額等

純資産
合計基金 基金償却

積立金
再評価
積立金

剰余金

基金等
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計損失塡補

準備金

その他剰余金
剰余金
合計基金償却 

準備金
価格変動
積立金

社会及び
契約者福祉
増進基金

別途
積立金

当期未処分
剰余金

当期首残高 200,000 439,000 2 5,004 116,600 165,000 1,531 223 87,894 376,253 1,015,256 717,257 — △64,505 652,752 1,668,008
当期変動額 

社員配当準備金の積立 △51,548 △51,548 △51,548 △51,548
損失塡補準備金の積立 200 △200 —  — —
基金償却積立金の積立 30,000 30,000 30,000
基金利息の支払 △2,445 △2,445 △2,445 △2,445
当期純剰余 86,264 86,264 86,264 86,264
基金の償却 △30,000 △30,000 △30,000
基金償却準備金の積立 33,000 △33,000 —  — —
基金償却準備金の取崩 △30,000 △30,000 △30,000 △30,000
社会及び契約者福祉増進基金の積立 700 △700 —  — —
社会及び契約者福祉増進基金の取崩 △735 735 —  — —
土地再評価差額金の取崩 △5,045 △5,045 △5,045 △5,045
基金等以外の項目の当期変動額（純額） △13,117 △358 5,045 △8,430 △8,430

当期変動額合計 △30,000 30,000 — 200 3,000 — △35 — △5,939 △2,774 △2,774 △13,117 △358 5,045 △8,430 △11,205
当期末残高 170,000 469,000 2 5,204 119,600 165,000 1,496 223 81,954 373,478 1,012,481 704,140 △358 △59,460 644,321 1,656,802

4 剰余金処分に関する決議 （単位：百万円）

科  目
平成27年度

（自 平成27年4月	 1日
至 平成28年3月31日）

平成28年度
（自 平成28年4月	 1日
至 平成29年3月31日）

当期未処分剰余金 87,894 81,954 
剰余金処分額 87,894 81,954 

社員配当準備金 51,548 51,735 
差引純剰余金 36,345 30,218 

損失塡補準備金 200 200 
基金利息 2,445 1,918 
任意積立金 33,700 28,100 

基金償却準備金 33,000 27,400 
社会及び契約者福祉増進基金 700 700 

5 剰余金処分における社員配当準備金等の積立割合と資本基盤充実のための方策について
当社は、定款により、剰余金処分において社員配当準備金等に積み立てる金額を保険業法施行規則第30条の4で定める金額＊の

100分の20以上としています。平成28年度�の剰余金処分においては、社員配当準備金に51,735百万円を繰り入れる一方で、基金
償却準備金27,400百万円を積み立てており、剰余金処分における社員配当準備金等の積立割合は99.5％となりました。

当社はこれまで資本基盤充実への取組みとして、ご契約者への配当とのバランスに留意しながら基金償却準備金や価格変動積立金
の積立てなどを行ってきており、今後とも資本基盤の充実に取り組んでまいります。
＊�当期未処分剰余金から、任意積立金目的取崩額、基金利息の支払額、損失塡補準備金に積み立てる額および基金償却準備金に積み立てる額（一定の上限の範囲内）
の合計額を控除した金額です。ただし、保険業法第55条第2項に規定する額を限度とします。
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平成27年度（自 平成27年4月  1日
至 平成28年3月31日） 平成28年度（自 平成28年4月  1日

至 平成29年3月31日）
1. 有価証券等の評価基準及び評価方法
（1）			有価証券（預貯金及び買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）

の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平
均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会　業種別監査委員会報告第21
号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式（保険業法第110条第2項に規
定する子会社等が発行する株式）については原価法、その他有価証券のう
ち、時価のある株式については3月中の市場価格の平均に基づく時価法
（売却原価の算定は移動平均法）、時価のあるそれ以外のものについては3
月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時
価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法
による原価法によっております。　　　　　　　　　　　　　　　　　
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処
理しております。

1. 有価証券等の評価基準及び評価方法
（1）		有価証券（預貯金及び買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）

の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平
均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会　業種別監査委員会報告第21
号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式（保険業法第110条第2項に規
定する子会社等が発行する株式）については原価法、その他有価証券のう
ち、時価のある株式については3月中の市場価格の平均に基づく時価法
（売却原価の算定は移動平均法）、時価のあるそれ以外のものについては3
月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時
価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法
による原価法によっております。

	 	なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処
理しております。

（2）		個人保険・個人年金保険、企業年金保険等に設定した小区分（保険種類・
資産運用方針等により設定）に対応した債券のうち、負債に応じたデュレ
ーションのコントロールを図る目的で保有するものについて、「保険業に
おける「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会　業種別監査委員会報告第21号）に基づき、責任
準備金対応債券に区分しております。

（2）		個人保険・個人年金保険、企業年金保険等に設定した小区分（保険種類・
資産運用方針等により設定）に対応した債券のうち、負債に応じたデュレ
ーションのコントロールを図る目的で保有するものについて、「保険業に
おける「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会　業種別監査委員会報告第21号）に基づき、責任
準備金対応債券に区分しております。

（3）	デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 （3）	デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

２. 有形固定資産の減価償却の方法
	 	有形固定資産の減価償却は、次の方法によっております。
	 建物
	 	 定額法によっております。
	 リース資産
	  所有権移転外ファイナンス・リース取引
	 　	リース期間に基づく定額法によっております。
	 その他の有形固定資産
	 　定率法によっております。

２. 有形固定資産の減価償却の方法
	 	有形固定資産の減価償却は、次の方法によっております。
	 建物
	 	 定額法によっております。
	 リース資産
	  所有権移転外ファイナンス・リース取引
	 　	リース期間に基づく定額法によっております。
	 その他の有形固定資産
	 　定率法によっております。

3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
	 	外貨建資産・負債（子会社株式及び関連会社株式を除く）は、決算日の為替
相場により円換算しております。子会社株式及び関連会社株式は、取得
時の為替相場により円換算しております。

3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
	 	外貨建資産・負債（子会社株式及び関連会社株式を除く）は、決算日の為替
相場により円換算しております。子会社株式及び関連会社株式は、取得
時の為替相場により円換算しております。

4. 引当金の計上基準
（1）	貸倒引当金
	 	貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとお
り計上しております。破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実
が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対する債権及び実質的に
経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権に
ついては、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証
等による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、
現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、
債権額から担保の回収可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間に
おける貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上し
ております。

	 	すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき査定を実施し、関連部署か
ら独立した資産監査部署が査定内容を監査しており、その結果に基づい
て上記の引当を行っております。

	 	なお、破綻先及び実質破綻先等に対する債権については、債権額から担保
の評価額及び保証等による回収可能見込額を控除した残額を取立不能見
込額として債権額から直接減額しており、その金額は、204百万円です。

4. 引当金の計上基準
（1）	貸倒引当金
	 	貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとお
り計上しております。破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実
が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対する債権及び実質的に
経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権に
ついては、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証
等による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、
現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、
債権額から担保の回収可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間に
おける貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上し
ております。

	 	すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき査定を実施し、関連部署か
ら独立した資産監査部署が査定内容を監査しており、その結果に基づい
て上記の引当を行っております。

	 	なお、破綻先及び実質破綻先等に対する債権については、債権額から担保
の評価額及び保証等による回収可能見込額を控除した残額を取立不能見
込額として債権額から直接減額しており、その金額は、38百万円です。

重要な会計方針
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平成27年度（自 平成27年4月  1日
至 平成28年3月31日） 平成28年度（自 平成28年4月  1日

至 平成29年3月31日）
（2）	退職給付引当金
	 	退職給付引当金は、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、計上しております。

	 	退職給付に係る会計処理の方法は、次のとおりです。
	 退職給付見込額の期間帰属方法　　給付算定式基準
	 数理計算上の差異の処理年数　　　翌期から　８年

	 退職給付に関する事項は、次のとおりです。
①採用している退職給付制度の概要
当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時
金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として、確定拠出年
金制度を設けております。
なお、退職一時金制度には、退職給付信託が設定されております。

②確定給付制度
イ.	退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 314,865百万円
勤務費用 13,754百万円
利息費用 4,637百万円
数理計算上の差異の当期発生額 △14,083百万円
退職給付の支払額 △22,854百万円

期末における退職給付債務 296,319百万円
ロ.	年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 290,782百万円
期待運用収益 3,811百万円
数理計算上の差異の当期発生額 △25,764百万円
事業主からの拠出額 10,189百万円
退職給付の支払額 △10,291百万円

期末における年金資産 268,727百万円
ハ.		退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当
金の調整表

積立型制度の退職給付債務 296,319百万円
年金資産 △268,727百万円

27,592百万円
未認識数理計算上の差異 20,370百万円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 47,962百万円
退職給付引当金 47,962百万円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 47,962百万円

ニ.	退職給付に関連する損益
勤務費用 13,754百万円
利息費用 4,637百万円
期待運用収益 △3,811百万円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 13,039百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 27,619百万円

（2）	退職給付引当金
	 	退職給付引当金は、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、計上しております。

	 	退職給付に係る会計処理の方法は、次のとおりです。
	 　退職給付見込額の期間帰属方法　　給付算定式基準
	 　数理計算上の差異の処理年数　　　翌期から　８年

	 退職給付に関する事項は、次のとおりです。
①採用している退職給付制度の概要
当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時
金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として、確定拠出年
金制度を設けております。
なお、退職一時金制度には、退職給付信託が設定されております。

②確定給付制度
イ．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 296,319百万円
勤務費用 12,864百万円
利息費用 4,364百万円
数理計算上の差異の当期発生額 2,699百万円
退職給付の支払額 △21,292百万円

期末における退職給付債務 294,955百万円
ロ．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 268,727百万円
期待運用収益 2,361百万円
数理計算上の差異の当期発生額 20,952百万円
事業主からの拠出額 10,211百万円
退職給付の支払額 △9,640百万円

期末における年金資産 292,612百万円
ハ．	退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当

金の調整表
積立型制度の退職給付債務 294,955百万円
年金資産 △292,612百万円

2,342百万円
未認識数理計算上の差異 43,105百万円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 45,448百万円
退職給付引当金 45,448百万円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 45,448百万円

ニ．退職給付に関連する損益
勤務費用 12,864百万円
利息費用 4,364百万円
期待運用収益 △2,361百万円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 4,482百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 19,349百万円

ホ.	年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

株　式 39％
生命保険一般勘定 44％
債　券 6％
その他 11％
合　計 100％

年金資産合計には、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が
41％含まれています。

ヘ.	長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される
年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将
来期待される長期の収益率を考慮しております。

ト.	数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎は次のとおりです。

割引率 1.473％
長期期待運用収益率
　確定給付企業年金 2.4％
　退職給付信託 0.0％

③確定拠出制度
当社の確定拠出制度への要拠出額は、872百万円です。

ホ.	年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

株　式 42％
生命保険一般勘定 42％
投資信託 6％
債　券 5％
その他 5％
合　計 100％

年金資産合計には、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が
45％含まれています。

ヘ．長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される
年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将
来期待される長期の収益率を考慮しております。

ト.	数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎は次のとおりです。

割引率 1.473％
長期期待運用収益率
　確定給付企業年金 1.5％
　退職給付信託 0.0％

③確定拠出制度
当社の確定拠出制度への要拠出額は、892百万円です。

5. 価格変動準備金の計上基準
	 	価格変動準備金は、保険業法第115条の規定により算出した額を計上して
おります。

5. 価格変動準備金の計上基準
	 	価格変動準備金は、保険業法第115条の規定により算出した額を計上して
おります。
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平成27年度（自 平成27年4月  1日
至 平成28年3月31日） 平成28年度（自 平成28年4月  1日
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6. ヘッジ会計の方法
	 	ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）
に従い、主に、外貨建債券、外貨建社債（負債）等に対する為替リスクのヘッ
ジとして時価ヘッジ、並びに為替予約及び通貨スワップの振当処理を行っ
ております。

	 	なお、ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又は
キャッシュ・フロー変動を比較する比率分析によっております。

6. ヘッジ会計の方法
	 	ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）
に従い、主に、外貨建債券、外貨建社債（負債）等に対する為替リスクのヘッ
ジとして時価ヘッジ、並びに為替予約及び通貨スワップの振当処理を行っ
ております。

	 	なお、ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又は
キャッシュ・フロー変動を比較する比率分析によっております。

7. 消費税等の会計処理
	 	消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただ
し、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等に
ついては、前払費用に計上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のも
のについては、発生年度に費用処理しております。

7. 消費税等の会計処理
	 	消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただ
し、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等に
ついては、前払費用に計上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のも
のについては、発生年度に費用処理しております。

8. 責任準備金の積立方法
	 	責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積
立金については次の方式により計算しております。

　（1）	標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成
8年大蔵省告示第48号）

　（2）	標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式
	 	なお、平成18年4月1日以降年金開始した個人年金保険契約（予定利率変

動型無配当個人年金保険（一時払い）を除く）については、年金支払開始
日等を順次契約締結時とみなしたうえで、金融庁長官が定める計算基礎
（平成8年大蔵省告示第48号）を適用（ただし、平成18年度中に年金支払
開始日等が到来する契約について、予定死亡率は生保標準生命表2007
（年金開始後用）を適用）して計算したことにより生じた差額を追加して
計上しております。

8. 責任準備金の積立方法
	 	責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積
立金については次の方式により計算しております。

　（1）	標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成
8年大蔵省告示第48号）

　（2）	標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式
	 	なお、平成18年4月1日以降年金開始した個人年金保険契約（予定利率変

動型無配当個人年金保険（一時払い）を除く）については、年金支払開始
日等を順次契約締結時とみなしたうえで、金融庁長官が定める計算基礎
（平成8年大蔵省告示第48号）を適用（ただし、平成18年度中に年金支払
開始日等が到来する契約について、予定死亡率は生保標準生命表2007
（年金開始後用）を適用）して計算したことにより生じた差額を追加して
計上しております。

9. 自社利用のソフトウェアの減価償却の方法
	 	無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法
は、利用可能期間に基づく定額法により行っております。

9. 自社利用のソフトウェアの減価償却の方法
	 	無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法
は、利用可能期間に基づく定額法により行っております。

追加情報
平成27年度（自 平成27年4月  1日

至 平成28年3月31日） 平成28年度（自 平成28年4月  1日
至 平成29年3月31日）

1. 連結納税制度の適用
当社及び一部の連結子会社は、平成28年12月に連結納税制度の承認申請
を行い、翌期より連結納税制度が適用されることとなったため、当期より
「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その
１）」（平成27年1月16日　企業会計基準委員会　実務対応報告第5号）、
「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その
２）」（平成27年1月16日　企業会計基準委員会　実務対応報告第7号）に
基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。
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平成27年度（平成28年3月31日現在） 平成28年度（平成29年3月31日現在）

1. 	貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸付条件緩
和債権の額は、982百万円です。なお、それぞれの内訳は、以下のとおりで
す。	 	
貸付金のうち、破綻先債権額はありません。延滞債権額は、980百万円で
す。	 	
上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額、29百万円です。	 	
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな
いものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を
除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭
和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第4号に規定する事由が生じている貸付金です。	 	
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金で破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以
外の貸付金、並びに資産の自己査定上の「実質破綻先」及び「破綻懸念先」に
対する貸付金で未収利息が発生しないものです。	 	
貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は、1百万円です。	 	
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日
を起算日として３カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものです。	 	
貸付金のうち、貸付条件緩和債権額はありません。	 	
なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び３
カ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。

1. 	貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸付条件緩
和債権の額は、877百万円です。なお、それぞれの内訳は、以下のとおりで
す。	 	
貸付金のうち、破綻先債権額はありません。延滞債権額は、877百万円で
す。	 	
上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額、24百万円です。	 	
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな
いものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を
除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭
和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第4号に規定する事由が生じている貸付金です。	 	
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金で破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以
外の貸付金、並びに資産の自己査定上の「実質破綻先」及び「破綻懸念先」に
対する貸付金で未収利息が発生しないものです。	 	
貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は、0百万円です。	 	
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日
を起算日として３カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものです。	 	
貸付金のうち、貸付条件緩和債権額はありません。	 	
なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び３
カ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。

２. 	有形固定資産の減価償却累計額は、438,004百万円です。 ２. 	有形固定資産の減価償却累計額は、414,720百万円です。

3. 	保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は、1,702,853百万円で
す。なお、負債の額も同額です。

3. 	保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は、1,243,010百万円で
す。なお、負債の額も同額です。

4. 	子会社等に対する金銭債権の総額は、251百万円、金銭債務の総額は、
6,872百万円です。

4. 	子会社等に対する金銭債権の総額は、822百万円、金銭債務の総額は、
8,159百万円です。

5. 	社員配当準備金の異動状況は、次のとおりです。
当期首現在高	 266,361百万円
前期剰余金よりの繰入額	 59,358百万円
当期社員配当金支払額	 66,829百万円
利息による増加等	 337百万円
当期末現在高	 259,228百万円

5. 	社員配当準備金の異動状況は、次のとおりです。
当期首現在高	 259,228百万円
前期剰余金よりの繰入額	 51,548百万円
当期社員配当金支払額	 64,947百万円
利息による増加等	 121百万円
当期末現在高	 245,951百万円

6. 	子会社等の株式の総額は、614,432百万円です。 6. 	子会社等の株式の総額は、638,081百万円です。

7. 	担保に提供している資産の額は、有価証券594,441百万円です。 7. 	担保に提供している資産の額は、有価証券1,148,005百万円です。

8. 	土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基
づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差
額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に
計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部
に計上しております。

	 再評価を行った年月日　平成13年3月31日
	 	同法律第3条第3項に定める再評価の方法
	 	 		土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119

号）第2条第1号に定める公示価格に基づき合理的な調整を行って算定
する方法及び第5号に定める鑑定評価に基づく方法

8. 	土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基
づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差
額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に
計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部
に計上しております。

	 再評価を行った年月日　平成13年3月31日
	 同法律第3条第3項に定める再評価の方法
	 	 	土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119

号）第2条第1号に定める公示価格に基づき合理的な調整を行って算定
する方法及び第5号に定める鑑定評価に基づく方法

 	9. 	消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、
1,415,288百万円です。

9. 	消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、
1,676,673百万円です。

10. 	消費貸借契約で借り入れている有価証券のうち、売却又は担保という方
法で自由に処分できる権利を有し、当期末に当該処分を行わずに所有し
ているものの時価は80,949百万円であり、担保に差し入れているものは
ありません。

10.		保険業法施行規則第30条第2項に規定する金額は、717,260百万円で
す。

11.		保険業法施行規則第30条第2項に規定する金額は、703,784百万円で
す。

11.		平成28年4月5日に、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約
が付された劣後特約付社債を、100,000百万円を上限として平成28年9
月末までに発行できることを決定しております。

1２.		基金70,000百万円の償却に伴い、同額の基金償却準備金を保険業法第56
条の規定により基金償却積立金へ振り替えております。

1２.		基金30,000百万円の償却に伴い、同額の基金償却準備金を保険業法第56
条の規定により基金償却積立金へ振り替えております。

13.		貸付金に係るコミットメントライン契約の融資未実行残高は、12,506百
万円です。

13.		貸付金に係るコミットメントライン契約の融資未実行残高は、12,140百
万円です。

14. 	負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約
が付された劣後特約付社債及び外貨建劣後特約付社債です。

14.		負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約
が付された劣後特約付社債及び外貨建劣後特約付社債です。

15.		保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期
末における当社の今後の負担見積額は、42,680百万円です。

	 	なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

15. 	保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期
末における当社の今後の負担見積額は、40,722百万円です。

	 なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

注記事項（貸借対照表関係）
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平成27年度（平成28年3月31日現在） 平成28年度（平成29年3月31日現在）

16. 	繰延税金資産の総額は、379,840百万円、繰延税金負債の総額は、291,931
百万円です。繰延税金資産のうち、評価性引当額として控除した金額は、
12,585百万円です。	 	
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金175,596百万
円、価格変動準備金98,460百万円及び退職給付引当金46,051百万円で
す。

	 	繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額	
278,380百万円です。	 	
なお、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）の成立
に伴い、従来の税効果会計適用の法定実効税率28.80％は、回収又は支払
が見込まれる期間が平成28年4月1日から平成30年3月31日までのもの
については28.20％、平成30年4月1日以降のものについては27.96％に
変更されております。	 	
当期における税効果会計適用後の法人税等の負担率は22.3％であり、法
定実効税率28.80％との差異の主な内訳は、社員配当準備金繰入額△
14.6％、税率変更による期末繰延税金資産の減額修正9.6％です。	 	
税率変更により、当期末における繰延税金資産は1,938百万円、再評価に
係る繰延税金負債は510百万円それぞれ減少し、法人税等調整額は
10,302百万円増加しております。

16.		繰延税金資産の総額は、421,812百万円、繰延税金負債の総額は、284,849
百万円です。繰延税金資産のうち、評価性引当額として控除した金額は、
12,353百万円です。	 	
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金	182,721百万
円、価格変動準備金140,456百万円及び退職給付引当金	45,285百万円で
す。

	 	繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額	
273,289百万円です。

	 	当期における税効果会計適用後の法人税等の負担率は3.2％であり、法定
実効税率28.20％との差異の主な内訳は、社員配当準備金繰入額△16.6
％、受取配当等の益金不算入額△6.1％です。

17.		保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に
規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」と
いう。）の金額は、45百万円、同規則第71条第1項に規定する再保険を付し
た部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は、
83百万円です。

17.		保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に
規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」と
いう。）の金額は、45百万円、同規則第71条第1項に規定する再保険を付し
た部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は、
112百万円です。

18.		当社では、東京都その他の地域において、賃貸等不動産（賃貸用オフィス
ビル等（土地を含む））を有しており、当期末における当該賃貸等不動産
の貸借対照表計上額は430,422百万円、時価は453,798百万円です。	

	 	なお、時価の算定にあたっては、主として不動産鑑定士による鑑定評価
等による評価額を使用しております。	

	 	また、賃貸等不動産の一部について、資産除去債務1,506百万円を計上し
ております。

18.		当社では、東京都その他の地域において、賃貸等不動産（賃貸用オフィス
ビル等（土地を含む））を有しており、当期末における当該賃貸等不動産
の貸借対照表計上額は402,828百万円、時価は443,679百万円です。

	 	なお、時価の算定にあたっては、主として不動産鑑定士による鑑定評価
等による評価額を使用しております。

	 	また、賃貸等不動産の一部について、資産除去債務1,360百万円を計上し
ております。
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注記事項（金融商品関係）
平成27年度（自 平成27年4月  1日

至 平成28年3月31日）
金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は次のとおりです。
（1）	金融商品の状況に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当社の資産運用は、生命保険契約の負債特性に応じた資産及び負債の総合的管理（ALM）を推進し、公社債や貸付金等の円金利資産中心の運用により中長期
的に安定した収益の確保を図るとともに、許容されるリスクの範囲内で株式等への分散投資を行っております。また、デリバティブ取引については、主に
保有する資産又は負債の価値が変動するリスクを回避する目的で活用しております。	 	
	 	
当社の主な金融商品のうち、公社債（国債、地方債及び社債）については、市場リスク（市場金利等の変動により価格が変動するリスク）及び発行体等の信用
リスクに晒されております。株式（外国証券の中に含まれる株式を含む）については、市場リスク（株価の変動リスク、外貨建のものは為替リスクを含む）及
び発行体等の信用リスクに晒されております。外国証券のうち債券については、市場リスク（市場金利等の変動により価格が変動するリスク、外貨建のも
のは為替リスクを含む）及び発行体等の信用リスクに晒されております。	 	
貸付金については、国内の企業向けが大半であり、債務者等の信用リスクに晒されているほか、活発な流通市場は存在しないものの、公社債と同様に市場金
利等の変化によっても価値が変動することから市場リスクにも晒されております。	 	
	 	
デリバティブ取引には、外貨建資産及び外貨建負債の為替リスクをヘッジする目的で行っている為替予約・通貨オプション・通貨スワップ取引、主に株式
の価格変動リスクをヘッジする目的で行っている先物・先渡・オプション取引、主に固定利付資産の市場金利の変動による価格変動リスクをヘッジする目
的で行っている債券先物・オプション・金利スワップション取引及び主に変動利付資産の金利の変動リスクをヘッジする目的で行っている金利スワップ
取引があります。	 	
為替予約取引の一部については、これらをヘッジ手段とし、主に外貨建の外国証券をヘッジ対象とするヘッジ会計を適用しております。これらのヘッジ対
象とヘッジ手段の相場変動幅に基づいて、ヘッジの有効性を定期的に検証しております。	 	
なお、会計基準等に基づき、為替予約及び通貨スワップの振当処理を行っているもの、並びに金利スワップの特例処理を適用しているものについては、実行
後の有効性の検証は省略しております。	 	
	 	
当社は、取締役会で策定している「資産運用リスク管理方針」において、資産運用リスクのリスク管理部署を定め、資産運用全体のリスクを管理する体制を
整備しております。合わせて、「資産運用リスク管理規程」において、金融商品に関する資産運用リスクである「市場リスク」「信用リスク」のそれぞれについ
てリスク管理の枠組みを定めるとともに、具体的なリスク管理手法を定め、リスクの定量的かつ統合的な把握・管理に努めております。また、資産運用リス
クの管理部署は、投融資の執行部から独立することで、組織面においても内部牽制機能を確保し、各執行部に方針及び諸規程を遵守させることにより、実効
性の高いリスク管理体制の構築を図っております。取締役会は、リスク管理状況の報告を受け、経営の意思決定を行っております。	 	
市場リスクについては、金融商品の価値がマーケットの変化により、どの程度の損失を被る可能性があるかを把握・分析するため、統合的なリスク量として
バリュー・アット・リスク（VaR）を計測し、これを市場リスクに備えたリスク・リミット（含み損益や売却損益を考慮）と比較することで管理しております。
なお、資産・負債ポートフォリオの価値は日々変動するため、モニタリングは日次ベースで行っております。	 	
信用リスクについては、貸付金等の投融資実行時に信用リスクの程度に応じた社内格付を付与するとともに、その後も定期的に社内格付を見直し、信用状
況の変化を管理しております。さらに、リスク量としてバリュー・アット・リスク（VaR）を社内格付の水準ごとに設定した格付推移確率、デフォルト発生
時の投融資元本の予想回収率等を用いたモンテカルロ・シミュレーションにより計測し、信用リスクに備えたリスク・リミットと比較することで管理を行
っております。

（2）	金融商品の時価等に関する事項
					当期末における主な金融商品に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預貯金 449,506 449,506 ―
うち、その他有価証券 368,478 368,478 ―

コールローン 105,000 105,000 ―
買入金銭債権 206,301 209,110 2,808

うち、その他有価証券 170,586 170,586 ―
有価証券※１ 22,668,169 25,547,939 2,879,770

売買目的有価証券 1,568,501 1,568,501 ―
満期保有目的の債券 2,041,222 2,440,281 399,058
責任準備金対応債券 11,339,015 13,821,953 2,482,938
子会社株式及び関連会社株式 33,173 30,947 △2,226
その他有価証券 7,686,255 7,686,255 ―

貸付金 2,196,475
貸倒引当金※２ △1,018

2,195,456 2,262,033 66,576
社債 149,480 161,565 12,085
債券貸借取引受入担保金 597,551 597,551 ―
デリバティブ取引※３ 25,458 25,458 ―

ヘッジ会計が適用されていないもの 4,687 4,687 ―
ヘッジ会計が適用されているもの 20,770 20,770 ―

※１		非上場株式等、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては含めておりません。当該非上場株式等の当期末における貸借対照表計上額は964,291
百万円です。

※２	貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
※３	デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる場合には、（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法
資	産
①		現金及び預貯金、コールローン	 	
帳簿価額を時価としております。ただし、預貯金のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に基づく有価証券として取扱うものは、
3月末日の市場価格等によっております。

②		買入金銭債権	 	
3月末日の市場価格等によっております。

③		有価証券	 	
その他有価証券のうち時価のある株式については、3月中の市場価格の平均によっております。	 	
それ以外の有価証券については、3月末日の市場価格等によっております。	

④		貸付金	 	
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済方法、返済見込み期間及び金利条件等か
ら、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。	 	
一般貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格によっております。	 	
破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金については、原則として直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としており
ます。
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平成27年度（自 平成27年4月  1日
至 平成28年3月31日）

負	債
①		社債	 	
3月末日の市場価格等によっております。

②		債券貸借取引受入担保金	 	
時価が帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
3月末日の市場価格等によっております。
なお、為替予約及び通貨スワップの振当処理によるものはヘッジ対象とされている有価証券、貸付金及び社債と一体として処理されているため、その
時価は当該有価証券、貸付金及び社債の時価に含めて記載し、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸付金と一体として処
理されているため、その時価は当該貸付金の時価に含めて記載しております。

（注２）	有価証券（「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に基づく有価証券として取扱うものを含む）に関する事項

満期保有目的の債券及び責任準備金対応債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
①満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種類 貸借対照表計上額 時価 差額
時価が貸借対照表計上額を超える
もの

公社債 497,916 539,746 41,829
外国証券（公社債） 1,543,305 1,900,535 357,229

時価が貸借対照表計上額を超えない
もの

公社債 ― ― ―
外国証券（公社債） ― ― ―

合計 2,041,222 2,440,281 399,058

②責任準備金対応債券 （単位：百万円）
種類 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超える
もの

公社債 11,187,444 13,666,146 2,478,701
外国証券（公社債） 111,008 115,842 4,833

時価が貸借対照表計上額を超えない
もの

公社債 19,245 19,183 △61
外国証券（公社債） 21,317 20,781 △536

合計 11,339,015 13,821,953 2,482,938

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。
③その他有価証券 （単位：百万円）

種類 取得原価又は償却原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価又は
償却原価を超えるもの

譲渡性預金 ― ― ―
買入金銭債権 149,622 164,586 14,963
公社債 1,156,280 1,250,396 94,116
株式 612,164 1,211,346 599,181
外国証券 4,296,359 4,601,253 304,894
公社債 4,284,483 4,588,942 304,459
株式等 11,876 12,311 435

その他の証券 19,862 29,720 9,858

貸借対照表計上額が取得原価又は
償却原価を超えないもの

譲渡性預金 368,500 368,478 △21
買入金銭債権 5,999 5,999 △0
公社債 27,967 27,821 △145
株式 164,403 134,925 △29,477
外国証券 426,277 419,605 △6,672
公社債 419,453 413,137 △6,315
株式等 6,824 6,468 △356

その他の証券 12,950 11,185 △1,765
合計 7,240,388 8,225,320 984,931

（注３）	金銭債権及び満期がある有価証券の償還予定額、社債及びその他負債の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 5年超10年以内 10年超
預貯金 449,312 ― ― ―
コールローン 105,000 ― ― ―
買入金銭債権 7,089 1,291 333 182,696
有価証券 1,033,967 2,413,830 3,656,608 11,849,817
満期保有目的の債券 54,094 256,850 594,731 1,132,442
責任準備金対応債券 428,598 580,020 937,391 9,316,111
その他有価証券 551,274 1,576,959 2,124,485 1,401,262
貸付金※ 308,242 863,400 545,263 126,787
社債 ― ― ― 149,480
債券貸借取引受入担保金 597,551 ― ― ―
※	破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等の償還予定額が見込めないもの、期間の定めのないものは含めておりません。
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平成28年度（自 平成28年4月  1日
至 平成29年3月31日）

金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は次のとおりです。
（1）	金融商品の状況に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当社の資産運用は、生命保険契約の負債特性に応じた資産及び負債の総合的管理（ALM）を推進し、公社債や貸付金等の円金利資産中心の運用により中長期
的に安定した収益の確保を図るとともに、許容されるリスクの範囲内で株式等への分散投資を行っております。また、デリバティブ取引については、主に
保有する資産又は負債の価値が変動するリスクを回避する目的で活用しております。	 	
	 	
当社の主な金融商品のうち、公社債（国債、地方債及び社債）については、市場リスク（市場金利等の変動により価格が変動するリスク）及び発行体等の信用
リスクに晒されております。株式（外国証券の中に含まれる株式を含む）については、市場リスク（株価の変動リスク、外貨建のものは為替リスクを含む）及
び発行体等の信用リスクに晒されております。外国証券のうち債券については、市場リスク（市場金利等の変動により価格が変動するリスク、外貨建のも
のは為替リスクを含む）及び発行体等の信用リスクに晒されております。	 	
貸付金については、国内の企業向けが大半であり、債務者等の信用リスクに晒されているほか、活発な流通市場は存在しないものの、公社債と同様に市場金
利等の変化によっても価値が変動することから市場リスクにも晒されております。	 	
	 	
デリバティブ取引には、外貨建資産及び外貨建負債の為替リスクをヘッジする目的で行っている為替予約・通貨オプション・通貨スワップ取引、主に株式
の価格変動リスクをヘッジする目的で行っている先物・先渡・オプション取引、主に固定利付資産の市場金利の変動による価格変動リスクをヘッジする目
的で行っている債券先物・オプション・金利スワップション取引及び主に変動利付資産の金利の変動リスクをヘッジする目的で行っている金利スワップ
取引があります。	 	
為替予約取引の一部については、これらをヘッジ手段とし、主に外貨建の外国証券をヘッジ対象とするヘッジ会計を適用しております。これらのヘッジ対
象とヘッジ手段の相場変動幅に基づいて、ヘッジの有効性を定期的に検証しております。	 	
なお、会計基準等に基づき、為替予約及び通貨スワップの振当処理を行っているもの、並びに金利スワップの特例処理を適用しているものについては、実行
後の有効性の検証は省略しております。	 	
	 	
当社は、取締役会で策定している「資産運用リスク管理方針」において、資産運用リスクのリスク管理部署を定め、資産運用全体のリスクを管理する体制を
整備しております。合わせて、「資産運用リスク管理規程」において、金融商品に関する資産運用リスクである「市場リスク」「信用リスク」のそれぞれについ
てリスク管理の枠組みを定めるとともに、具体的なリスク管理手法を定め、リスクの定量的かつ統合的な把握・管理に努めております。また、資産運用リス
クの管理部署は、投融資の執行部から独立することで、組織面においても内部牽制機能を確保し、各執行部に方針及び諸規程を遵守させることにより、実効
性の高いリスク管理体制の構築を図っております。取締役会は、リスク管理状況の報告を受け、経営の意思決定を行っております。	 	
市場リスクについては、金融商品の価値がマーケットの変化により、どの程度の損失を被る可能性があるかを把握・分析するため、統合的なリスク量として
バリュー・アット・リスク（VaR）を計測し、これを市場リスクに備えたリスク・リミット（含み損益や売却損益を考慮）と比較することで管理しております。
なお、資産・負債ポートフォリオの価値は日々変動するため、モニタリングは日次ベースで行っております。	 	
信用リスクについては、貸付金等の投融資実行時に信用リスクの程度に応じた社内格付を付与するとともに、その後も定期的に社内格付を見直し、信用状
況の変化を管理しております。さらに、リスク量としてバリュー・アット・リスク（VaR）を社内格付の水準ごとに設定した格付推移確率、デフォルト発生
時の投融資元本の予想回収率等を用いたモンテカルロ・シミュレーションにより計測し、信用リスクに備えたリスク・リミットと比較することで管理を行
っております。

（2）	金融商品の時価等に関する事項
					当期末における主な金融商品に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預貯金 878,754 878,754 ―
うち、その他有価証券 609,980 609,980 ―

コールローン 203,345 203,345 ―
買入金銭債権 230,518 231,958 1,439

うち、その他有価証券 196,810 196,810 ―
有価証券※１ 23,750,503 26,082,142 2,331,638

売買目的有価証券 1,117,627 1,117,627 ―
満期保有目的の債券 1,942,014 2,303,448 361,434
責任準備金対応債券 11,088,673 13,056,296 1,967,623
子会社株式及び関連会社株式 33,173 35,754 2,580
その他有価証券 9,569,013 9,569,013 ―

貸付金 2,972,689
貸倒引当金※２ △912

2,971,776 3,019,717 47,940
社債 354,480 366,595 12,115
売現先勘定 556,909 556,909 ―
債券貸借取引受入担保金 702,759 702,759 ―
デリバティブ取引※３ （275,329） （275,329） ―

ヘッジ会計が適用されていないもの （19,407） （19,407） ―
ヘッジ会計が適用されているもの （255,922） （255,922） ―

※１		非上場株式等、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては含めておりません。当該非上場株式等の当期末における貸借対照表計上額は981,634
百万円です。

※２	貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
※３	デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる場合には、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法
資	産
①		現金及び預貯金、コールローン	 	
帳簿価額を時価としております。ただし、預貯金のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に基づく有価証券として取扱うもの
は、3月末日の市場価格等によっております。

②		買入金銭債権	 	
3月末日の市場価格等によっております。

③		有価証券	 	
その他有価証券のうち時価のある株式については、3月中の市場価格の平均によっております。	 	
それ以外の有価証券については、3月末日の市場価格等によっております。

④		貸付金	 	
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済方法、返済見込み期間及び金利条件等か
ら、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。	 	
一般貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格によっております。	 	
破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金については、原則として直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としており
ます。
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平成28年度（自 平成28年4月  1日
至 平成29年3月31日）

負	債
①		社債	 	
3月末日の市場価格等によっております。

②		売現先勘定、債券貸借取引受入担保金	 	
時価が帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
3月末日の市場価格等によっております。
なお、為替予約及び通貨スワップの振当処理によるものはヘッジ対象とされている有価証券、貸付金及び社債と一体として処理されているため、その
時価は当該有価証券、貸付金及び社債の時価に含めて記載し、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸付金と一体として処
理されているため、その時価は当該貸付金の時価に含めて記載しております。

（注２）有価証券（「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に基づく有価証券として取扱うものを含む）に関する事項

満期保有目的の債券及び責任準備金対応債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
①満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種類 貸借対照表計上額 時価 差額
時価が貸借対照表計上額を超える
もの

公社債 435,999 467,721 31,722
外国証券（公社債） 1,506,014 1,835,726 329,712

時価が貸借対照表計上額を超えない
もの

公社債 ― ― ―
外国証券（公社債） ― ― ―

合計 1,942,014 2,303,448 361,434

②責任準備金対応債券 （単位：百万円）
種類 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超える
もの

公社債 10,370,228 12,390,054 2,019,825
外国証券（公社債） 93,773 97,379 3,606

時価が貸借対照表計上額を超えない
もの

公社債 593,160 537,900 △55,260
外国証券（公社債） 31,511 30,962 △548

合計 11,088,673 13,056,296 1,967,623

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。
③その他有価証券 （単位：百万円）

種類 取得原価又は償却原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価又は
償却原価を超えるもの

譲渡性預金 ― ― ―
買入金銭債権 128,437 134,786 6,349
公社債 1,157,758 1,240,808 83,050
株式 684,042 1,492,781 808,738
外国証券 2,862,019 3,052,982 190,963
公社債 2,825,383 3,015,533 190,150
株式等 36,636 37,448 812

その他の証券 102,526 116,596 14,070

貸借対照表計上額が取得原価又は
償却原価を超えないもの

譲渡性預金 610,000 609,980 △19
買入金銭債権 62,499 62,024 △475
公社債 326,363 321,695 △4,668
株式 100,158 91,851 △8,307
外国証券 3,347,280 3,228,069 △119,211
公社債 3,311,499 3,192,385 △119,114
株式等 35,781 35,684 △97

その他の証券 24,895 24,229 △665
合計 9,405,982 10,375,805 969,822

（注３）	金銭債権及び満期がある有価証券の償還予定額、社債及びその他負債の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 5年超10年以内 10年超
預貯金 878,589 ― ― ―
コールローン 203,345 ― ― ―
買入金銭債権 39,760 1,242 452 183,196
有価証券 624,666 2,226,308 5,125,845 12,250,045
満期保有目的の債券 20,342 238,908 635,931 1,044,531
責任準備金対応債券 217,218 529,041 1,334,051 8,950,657
その他有価証券 387,105 1,458,358 3,155,862 2,254,856
貸付金※ 1,203,855 659,320 534,394 223,828
社債 ― ― ― 354,480
売現先勘定 556,909 ― ― ―
債券貸借取引受入担保金 702,759 ― ― ―
※	破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等の償還予定額が見込めないもの、期間の定めのないものは含めておりません。
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平成27年度（自 平成27年4月  1日
至 平成28年3月31日） 平成28年度（自 平成28年4月  1日

至 平成29年3月31日）
1. 	子会社等との取引による収益の総額は、4,135百万円、費用の総額は、
18,735百万円です。

1. 	子会社等との取引による収益の総額は、24,516百万円、費用の総額は、
18,089百万円です。

２. 	有価証券売却益の内訳は、国債等債券	579百万円、株式等	10,230百万円、
外国証券	910百万円です。	 	
有価証券売却損の内訳は、国債等債券	738百万円、株式等	1,422百万円、外
国証券	2,586百万円です。	 	
有価証券評価損の内訳は、株式等	1,034百万円です。

２. 	有価証券売却益の内訳は、国債等債券	82,941百万円、株式等	5,094百万
円、外国証券	1百万円です。	 	
有価証券売却損の内訳は、国債等債券	1,583百万円、株式等	2,351百万円、
外国証券	35,139百万円です。	 	
有価証券評価損の内訳は、株式等	6百万円です。

3. 	支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は、40百
万円、責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金
額は、3百万円です。

3. 	支払備金戻入額の計算上、差し引かれた出再支払備金戻入額の金額は、0百
万円、責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の
金額は、29百万円です。

4. 	売買目的有価証券運用益の内訳は、利息及び配当金等収入	6百万円、売却
益	90百万円です。

4. 	売買目的有価証券運用益の内訳は、利息及び配当金等収入	4百万円、売却
益	104百万円です。

5. 	金融派生商品費用には、評価益が	30,753百万円含まれております。 5. 	金融派生商品費用には、評価損が	19,312百万円含まれております。

6. 	固定資産の減損損失に関する事項は、次のとおりです。	 	
なお、減損損失累計額については、当該各資産の金額から直接控除してお
ります。

（1）	資産をグルーピングした方法
	 	保険営業の用に供している不動産等について保険営業全体で１つの資
産グループとし、また、その他の賃貸不動産等及び遊休不動産等につい
てそれぞれの物件ごとに１つの資産グループとしております。

（2）	減損損失の認識に至った経緯
	 	地価の下落や賃料水準の低迷により収益性が低下した賃貸不動産等及
び遊休不動産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（3）		減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ご
との内訳
主な用途 種類 減損損失　　
賃貸不動産等 土地及び建物等 26,640百万円
遊休不動産等 土地及び建物等 	 1,058百万円

計 27,698百万円
（4）	回収可能価額の算定方法
	 	回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値又は正味
売却価額を、遊休不動産等については正味売却価額を適用しておりま
す。	 	
なお、正味売却価額については、売却見込額、不動産鑑定士による鑑定
評価等による評価額、又は公示価格に基づき合理的な調整を行って算定
する評価額を使用しております。	 	
また、使用価値については、将来キャッシュ・フローを5.0％で割り引いて
算定しております。

6. 	固定資産の減損損失に関する事項は、次のとおりです。	 	
なお、減損損失累計額については、当該各資産の金額から直接控除してお
ります。

（1）	資産をグルーピングした方法
	 	保険営業の用に供している不動産等について保険営業全体で１つの資
産グループとし、また、その他の賃貸不動産等及び遊休不動産等につい
てそれぞれの物件ごとに１つの資産グループとしております。

（2）	減損損失の認識に至った経緯
	 	地価の下落や賃料水準の低迷により収益性が低下した賃貸不動産等及
び遊休不動産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（3）		減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ご
との内訳
主な用途 種類 	 	 	減損損失
賃貸不動産等 土地及び建物等 226百万円
遊休不動産等 土地及び建物等 115百万円

計 341百万円
（4）	回収可能価額の算定方法
	 	回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値又は正味
売却価額を、遊休不動産等については正味売却価額を適用しておりま
す。	 	
なお、正味売却価額については、売却見込額、不動産鑑定士による鑑定
評価等による評価額、又は公示価格に基づき合理的な調整を行って算定
する評価額を使用しております。	 	
また、使用価値については、将来キャッシュ・フローを5.0％で割り引いて
算定しております。

注記事項（損益計算書関係）
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6 経常利益等の明細（基礎利益） （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度

基礎利益　A 308,248 337,697 

キャピタル収益 12,051 96,955 

売買目的有価証券運用益 96 108 

有価証券売却益 11,720 88,036 

為替差益 233 8,810 

キャピタル費用 29,010 146,224 

有価証券売却損 4,746 39,074 

有価証券評価損 1,034 6 

金融派生商品費用 23,229 107,144 

キャピタル損益　B △16,959 △ 49,269 

キャピタル損益含み基礎利益　A+B 291,288 288,427 

臨時収益 36  —

個別貸倒引当金戻入額 36  —

臨時費用 53,821 59,634 

危険準備金繰入額 7,500 11,100 

個別貸倒引当金繰入額  — 4 

その他臨時費用 46,321 48,529 

臨時損益　C △53,784 △ 59,634 

経常利益　A+B+C 237,503 228,793 
（注）		その他臨時費用には、個人年金保険の年金開始後契約の一部についての保険料積立金を追加して積み立てた額を記載しています。

7 保険業法に基づく会計監査人の監査報告
当社は、保険業法第54条の4第2項第1号の規定に基づき、平成28年度の計算書類及びその附属明細書について、有限責任 あずさ監

査法人の監査を受けております。
（注）	なお、当誌では、監査対象となった計算書類等の内容をよりご理解いただけるよう、当社の判断に基づき、計算書類等の記載内容を一部追加・変更するととも

に、様式を一部変更しております。
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